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※　面積は小数点以下省略

建物

区

昭和44（1969）年度

20,386㎡　　（地上11階・地下３階）

鉄骨鉄筋コンクリート造

区庁舎、京橋図書館、防災備蓄倉庫

Ｉｓ値（構造耐震指標）　　0.6

区

平成３（1991）年度

1,484㎡　　（地上10階・地下１階）

鉄骨鉄筋コンクリート造＋鉄骨造

区庁舎

新耐震基準適用

施設の構成

別
館
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耐 震 性 能

所 有

竣 工 年 度

延 床 面 積

構 造

施設の構成

耐 震 性 能

１．現本庁舎の現状と課題

【耐震性】

土
地

本
館

所 在 地

所 有

敷 地 面 積

所 有

竣 工 年 度

延 床 面 積

構 造

項 目 内 容

東京都中央区築地一丁目１番１号

区

3,600㎡

＜現本庁舎の土地及び建物の概要＞
現本庁舎の本館については、平成８（1996）年度に

行った耐震診断結果を踏まえて、平成10（1998）年度

に耐震補強を実施した結果、建物の耐震性能を表す指

標であるIs値 （構造耐震指標）は0.6を確保していま

す。

新本庁舎については、災害対応時の拠点としての機能強化、

業務継続性の確保・強化に向け、建物の耐震性能を表す指

標であるＩｓ値を、庁舎に求められる基準値0.9以上とする必要

があります。

耐震性の観点から、一般の建物で求められるIs値は0.6 以

上ですが、「官庁施設の総合耐震・津波計画基準」（国土

交通省）によると、庁舎は特に重要な防災拠点施設である

ことから、一般建物の概ね1.5 倍（Is 値＝0.9）が必要とされ

ています。

Is＜0.3

0.3≦Is＜0.6

0.6≦Is

地震に対して倒壊または崩壊する危険性が高い

地震に対して倒壊または崩壊する危険性がある

地震に対して倒壊または崩壊する危険性が低い

国土交通省告示第184号（平成18年１月25日）

＜構造耐震＞

築４８年

本館１階 本館２階



竣工から

大規模改修工事

48年目 60年目

耐震補強工事
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20年経過 耐用年数(想定)

0年目 37～38年目

(1969) (1998)
昭和44年 平成10年 平成18～19年

(2006～2007)

約６億２，５００万円

約４億５，６００万円

約６億５，０００万円

約１億１，０００万円

29年目

平成29年
(2017)

平成41年
(2029)(2026)

平成38年

１．現本庁舎の現状と課題

【老朽化】

約２３億６，０００万円

実施時期

空調設備等改修工事

昇降機改修工事

受変電設備改修工事

耐震補強工事

大規模改修工事

主な工事内容

昭和61～63年度

平成３～４年度

平成７年度

平成10年度

平成18～19年度

金額
現本庁舎は、昭和44（1969）年度に竣工し、築後約48年が経

過していることから、建物躯体及び内装等の物理的な劣化

が進行しています。

これまで適切な維持管理を行ってきたものの、劣化・損耗な

どへの対応のための保全工事費用が生じています。

費用対効果と建物耐用年数を考慮し、建替えの検討が必要となります。

＜主な保全工事＞

３年



● 会議等のために職員の庁
舎間移動が必要となり、
業務上、非効率であるとと
もに、セキュティ上のリス
クが生じてしまいます。
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●

● 情報システム課及び区民
生活課調査統計係は新富
分庁舎にあり、庁舎機能
が分散しています。

多目的トイレは本館１階・
４階・６階、別館２階の４か
所の設置となっています。

● 区民が主に利用する窓口
が本館１階～６階に分散
しています。

● 授乳室が本館１階にあり
ますが、乳児を連れた区
民が多く訪れる子育て支
援課がある６階には確保
することが困難です。

１．現本庁舎の現状と課題

【利便性】
ある一家が中央区に転入してきた場合

新富分庁舎

約５００ｍ

徒歩約６分

本庁舎

来庁者の移動が少ない窓口の配置

や、ICTやAIなどの活用を含めた窓

口業務の見直し（窓口機能の近接

化や統合）による区民の利便性向

上と、庁舎機能の集約化による業

務の効率化及び安全性の向上を図

る必要があります。

赤 字 ： 特に区民の利用が多い窓口

環境測定室、会計室

図書文化財課（京橋図書館）、用務員室
図書文化財課（京橋図書館）、運転手控室
監視諸室（中央監視室）、文書倉庫、備蓄倉庫

２階
連絡通路 総務部（税務課）

会計室
区民部（区民生活課）
防災危機管理センター、総務部（危機管理課、防災課）

指定金融機関、まごころステーション、情報公開コーナー、
区民相談室、グリル、巡視室、授乳室

都市整備部（都市計画課、地域整備課、住宅課、建築課、営繕課）

環境土木部（道路課）

福祉保健部（管理課、生活支援課、障害者福祉課、保険年金課、

高齢者福祉課、介護保険課）

総務部（秘書室、総務課、職員課、経理課）
企画部（政策企画課、財政課、広報課）

会議室（大会議室、第一～第六会議室）
環境土木部（環境政策課、環境推進課、水とみどりの課）

区民部（商工観光課、地域振興課）

教育委員会（庶務課、学務課、学校施設課、指導室）

区民部（文化・生涯学習課、スポーツ課）

福祉保健部（子育て支援課、保育計画課）

階数 部署

本館

職員施設（職員食堂、職員休憩室等）

区議会（第一～第三委員会室、議場傍聴席）

区議会（議長室、副議長室、議員控室、議会局、議場）

３階

１階

地下１階
地下２階
地下３階

別館 １１階

１０階

９階
８階

７階

６階

５階

４階

ロビー

９階

５階

４階

階数 部署

会議室

職員研修室

職員研修準備室、会議室

入札室

会議室

監査事務局

１階

３階

２階

建築関係相隣環境問題
調整員室、倉庫

６階

選挙管理委員会事務局

１０階

８階

７階

多目的トイレ

多目的トイレ

多目的トイレ

多目的トイレ
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● 事務量の増加やOA機器の設置など
により、書類の収納スペースや執務ス
ペースの不足が生じています。

● 本庁舎の利用状況に関する職場アン
ケート結果などからも、本庁舎内の会
議室が不足している状態です。

● 相談室については、所管課全体の６
割が必要があるものの所有できてい
ない状況にあります。

１．現本庁舎の現状と課題

【狭隘化】

●

現本庁舎においては、一部を除き、待
合スペースがなく、利用者が通路で待
たざるを得ない状況です。

窓口での対応中は、背後を来庁者等
が通行する状態にあり、プライバシー
への配慮が十分とはいえません。

●

●

通路については、車椅子やベビー
カーでの通行やすれ違うことができる
十分な通路幅が確保できていませ
ん。

＜相談室の有無＞

ゆとりある待合スペースの確保やプライバシーに配慮した相談室の確保をはじめとする、利用者の使いやすさの向上を

図る必要があります。

職員数に見合った執務スペースや会議室等の確保、情報セキュリティの観点も含めた書庫・倉庫等の収納スペースの

確保及び紙書類の削減等を進める必要があります。

＜庁内会議室に空きがなく、庁舎以

外の会議室を利用したこと＞

本館４階待合スペース・通路 本館４階相談室

本館４階執務室



【人口】

(2018）
48,092人

↓

(2028）
58,107人

【人口】

37,754人
↓

45,021人 【人口】

73,229人
↓

112,907人
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２．建設候補地の選定過程

(2018）

(2028）

(2018）

(2028）

平成30年4月1日

平成40年4月1日

平成30年4月1日

平成40年4月1日

平成40年4月1日

平成30年4月1日

【中央区人口】
平成30（2018）年４月１日
　159,075人
　　　↓
平成40（2028）年４月１日
　216,035人

（１）一次選定

中央区は、京橋地域、日本橋地域、月島地域の3地

域から成り、現本庁舎は京橋地域のほぼ中心部に位

置しています。

区内全ての場所からの利用を想定した場合のアクセ

スの利便性、災害時の迅速な対応の可能性等を考え

ると、今後も本庁舎は区の中心部近くにあることが望

ましいと考えられます。

一次選定による建設候補地（一次選定候補地）は、

現本庁舎の位置する

京橋地域

アクセス性・災害対応時の効率性の観点から

※ 人口は、平成30（2018）年１月１日を基準日とした人口推計を基に、平成30（2018）年４月１日時点で修正を行ったものです。

日本橋地域

京橋地域

月島地域

月島特別出張所

本庁舎

日本橋特別出張所

晴海四丁目施設

約19%人口増加

約54%人口増加

約21%人口増加

約36%人口増加

（機能：特別出張所、保健センターなど）



２．建設候補地の選定過程
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（２）二次選定

公有地及び民有地を新たに購入・賃借するには高額

な費用がかかることなどから、選定候補地としては、

現在所有する区有地の中から選定しました。

３施設８公園敷地

　・　中央区役所
　・　京華スクエア
　・　中央区保健所
　・　京橋公園
　・　桜川公園
　・　鉄砲洲児童公園
　・　明石町河岸公園
　・　築地川公園
　・　あかつき公園
　・　越前堀児童公園
　・　新川公園

施
設

公
園

越前堀児童公園

3,060㎡

桜川公園

5,113㎡

新川公園

7,377㎡

京華スクエア

3,394㎡

京橋公園

2,193㎡

中央区役所

3,600㎡

築地川公園

14,039㎡

鉄砲洲児童公園

2,963㎡

中央区保健所

3,494㎡

明石町河岸公園

4,071㎡

あかつき公園

12,174㎡

※ 小数点以下切り捨て



２．建設候補地の選定過程
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（３）三次選定①：公園の除外

二次選定候補地（３施設８公園敷地）について、土

地性能及び整備上の優位点と課題を整理した上で、

三次選定候補地を抽出しました。

建物が密集し、高度利用が進んでいる中央区にお

ける公園は、区民の憩いの場としてだけではなく、

防災の観点からも非常に重要な位置づけであるこ

とや、土地形状などを考慮し、三次選定候補地の

検討対象から除外しました。

三次選定の候補地として、次の３つに絞り込み

①中央区役所

②京華スクエア

③中央区保健所

京橋地域

選定候補地①

中央区役所

選定候補地②

京華スクエア

選定候補地③

中央区保健所



東京メトロ有楽町線「新富町駅」より徒歩１分 東京メトロ日比谷線／ＪＲ京葉線「八丁堀駅」より徒歩１分 東京メトロ日比谷線「築地駅」より徒歩７分
東京メトロ日比谷線「築地駅」より徒歩５分 都営地下鉄浅草線「宝町駅」より徒歩５分 東京メトロ有楽町線「新富町駅」より徒歩10分
東京メトロ日比谷線／都営浅草線「東銀座駅」より徒歩６分 東京メトロ銀座線「京橋駅」より徒歩７分 江戸バス南循環「聖路加国際病院」より徒歩１分
江戸バス「中央区役所」より徒歩０分 東京メトロ有楽町線「新富町駅」より徒歩８分

江戸バス北循環「八丁堀駅」より徒歩２分、
「桜橋」より徒歩３分

本庁舎（本館　昭和44（1969）年度竣工、　 平成13（2001）年１月京華スクエア開設 中央区保健所（昭和５７（１９８２）年度に竣工）の敷地
別館　平成３（1991）年度竣工）の敷地として利用 ・中央区立ハイテクセンター として利用
・京橋図書館 ・京華コミュニティルーム ・明石町保育園

・中央区シルバー人材センター ・福祉センター
・早稲田エクステンションセンター　　　　　など ・郷土天文館　　　　　など

○　工事期間中における本庁舎の業務継続 ○　工事期間中の既入居団体の事業継続 ○　工事期間中における中央区保健所等の業務継続
○　周辺での開発の動向は見られない。 ○　周辺の民間敷地との共同建替えスキームが ○　周辺での開発の動向は見られない。

　 　進行している。

利用状況

整備上の課題

敷地周辺の状況

地番／敷地面積
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敷
地
条
件
交通アクセス

○　必要な床面積を確保するため、開発諸制度の活用が必要。

中央区保健所
明石町12番１号／3,494.56㎡

２．建設候補地の選定過程

中央区役所
築地一丁目１番／3,600.42㎡

京華スクエア
八丁堀三丁目17番９号／3,394.97㎡

敷地名

（３）三次選定②：３敷地の性能整理

（３）三次選定③：建設候補地の選定
中央区保健所については保健所、福祉センター、保

育園等の区民の日常生活に直接関わり、当該地域

内において展開されることが必要な事業が展開され

ています。

同施設が選定候補地となる場合には、この地域に以

上の機能を確保できる場所を確保し、移転させる場

合にも途切れることなく事業を継続させていく必要が

生じるため、候補地から除外しました。

建設候補地として、次の２つに絞り込み

①中央区役所

②京華スクエア

選定候補地②

京華スクエア

選定候補地①

中央区役所



３．平成２９年度予備調査のまとめ（概要）
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耐震性

老朽化

利便性

狭隘化

１．計画体系

整備基本方針

整備基本計画

整 備 計 画

２．現本庁舎の課題と新本庁舎の目指す姿

＜新本庁舎の目指す姿＞

人にやさしい区役所 ～使いやすい機能の確保～

安全・安心な区役所 ～危機管理機能の強化～

環境に配慮した区役所 ～環境への配慮～

区民に開かれた区役所 ～情報発信機能の充実～

柔軟で効率的な区役所 ～将来的な組織変化への対応～

＜課題＞

６．本庁舎整備スケジュール想定

３．面積想定

＜現本庁舎＞ ＜新本庁舎＞

約２２，０００㎡ 約３２，０００㎡

４．経費想定

工事費

＜移転建替え＞

その他整備に

係る費用

約225億円

約38億円

約263億円

約145億円

約370億円
＜現地建替え＞

約225億円

約107億円

（引越しなどに係る経費）

※ 面積は、今後、庁舎機能と併せて検討していきます。 ※ 既存施設の活用などを含め、今後、財源の確保や経費の縮減を検討していきます。

５．建設候補地

現本庁舎敷地 京華スクエア敷地

＜一次選定＞

アクセス性・災害

対応時の効率性

＜二次選定＞

規模、経済性等

＜三次選定＞

利用状況、性能

■ 基本コンセプトの策定

■ 整備基本方針の具体化

■ 整備基本計画の詳細化


